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福島県浜通りの町と原子力発電所(1)

一福鳥県における電力と製造業-

福島大学 森川幾太郎

概要　 福島県双葉郡を含む福島県浜通り地方には10 基の原子力発電機、13 基の火力発電機があり、そ

の定格発電総量は1852.1mk ｗに見るように､ 発電事業は福島県経済を支える重要な柱の一つである。

本稿では、福島県における発電量の推移を福島県や東京都における製造業の推移などと重ねて考察

することをはじめ福島県における発電の様子を様々な面から考察する。

検索語　 相関係数　 回帰式　 時系列データ

１　はじめに

この報告を行おうと思った直接的な動機は2011 年３月12 日に起きた福島第一原子力発電所

の事故であり、３年間福励大学でお世話になり、福島県の状況が少し見えてきたことである。

本稿の主たる目的は、福島県における発電址の推移や福島第一ならびに第二原子力発電所を

町内に持つ大熊町をはじめとする双葉郡の四町の経済上の軌跡を題材に、中学生あるいは高校

生を対象にした数学の授業への素材を提供することにある。

★課題とすること

本稿第二部表２に見るように、双葉郡の各町はその人口を1960 年代末から急速に減少させ

ていた。その勁きにストップがかかったのは70 年代初頭期から始まった原子力発電所や火力

発咀所の建設であり、その運用であった。その結果、1980年以降、双葉郡の人口はほぼ7,7万

人で推移した。が、1997 年をピークにその人口は減少に転じた。これは、日本全体での人口

減少が始まった2007 年に先立つことほぼ10 年である。このように、この地域の人口の推移を

見ると、私の思惑にそった状況、即ち、原子力発電所や火力発電所といった大型施設によるエ

ネルギー供給基地に特化した街作りは、エネルギー関連製造業の地場産業化が難しく、水力発

燈に未来を描いた只見川沿いの町村に見るように、「繁栄は一時的なもので長続きしない」姿

が浮かび上がってくる。が、大熊町のように人口を増やし続けている町もあり、私の思惑が双

葉郡全体で通用するわけではない。

本稿は、当初、福鳥県における発電事情を原子力発電所をもつ町の経済活動の様子も含めて

報告する予定であった。 しかし、原発をもつ町の状況は、上で見たように一様ではなく、多く

の視点からの考察が必要になった。そこで､ 本稿は第一部と第二部の二部で構成することにし。

この第一部では福島県の県民所得や電力需要量の推移、さらには、福鳥第一原発に関わる事柄

など福島県における電力事情に焦点を合わせて報告することにした。また、第二部では大熊町

がなぜ人口を増やすことができているのかを中心に考察する。
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この一連の作業を行う際、長野県と私の生脊地である、長野県須坂市とそれに隣接する上高井

郡の二町村（小布施町と商山村）のデータも対比のために用いた。なお、以下では、須坂市と

上高井郡は「須高」で表す。その須坂市であるが、富士通信機製造｡（現・富士通）が1942 年

に製糸工場跡地に工場疎開して以来、良い間、その企業城下町として多くの市民が同工場と関

わりをもっていた。例えば、中学校における私の同級生56 名中 】o名余が、校区域に須坂工場

があったこともあろ うが、同工場で働いていた。その彼らの停年時にあたる2002 年にそこで

の生産活動は停止された。ただ、須坂工場は現在も残り、窟士通の子会社などいくつかの会社

がその敷地内で生産活助は行っている。 しかし、経済産業省発行の『工業統計表・市町村編』

に見るように、須高地区の製造業は従業員数も生産高もこの衝撃を現在も吸収できてはいない。

なお、朋沼博『「フクシマ」諭』（i?土杜（20H）､p.157）に、福島県富岡町で02 年操業開始予定の従

業員500 人規模の光電送部品製造会社がその操業開始時期を延期した旨の紹介がある。

今回、人口の推移を始め数多くの資料を盤理したが、そこから浮かび上がってきた事柄は、

先にも述べたが、「原子力発電所のような巨大な装置産業は地元の製造業を育てることに寄与

していない」姿である。この見方は私に限ったものではない。例えば、以前、東北芸術工科大

学教授として活躍し、現在は学習院大学教授で、政府の東日木大震災の復興計画策定や福島県

の復興計画に委員として関わりをもつ赤坂憲雄は記者の質問に答えて次のように述べている。

○公共事業は地方を蝕んだモルヒネのような存在で、その顕著な巨大プロジェクトが原発。

○福島第一、第二原発が地元に生みだした屈用は１万人ほど。だが、風力発電機一基だけで、一万点

以上の部品が必要で、地元製造業発展の可能性をもつ。（20H.7.2付け毎日新聞（東京版・夕刊）

また、前福島県知事の佐藤栄佐久もその著の中で、次のように述べている。

r（福島県）双葉郡の各町は、商齢化が進んでいる福島県の中では全体的に若年屑が多い。これは原発

関連作業の従事者とその家族が居住していることによるが、発電所建設に伴う地元経済への波及効果

は意外に少ないことも明らかになった。建設時やその後の点検作業や建設作業についても、地元下請

けは全体の約二割しかないこともわかった｡」（佐藤「福島原発の真実」、平凡社、201i、p.128）

２ 福島県の県民所得の推移

福島県と長野県における一人あたり分配所得額（表Ｉでは「所得額」と表示）とその全国比の

それぞれを『日本国勢図会』（国勢杜刊）所載のデータをもとに表１にまとめた。ただ、そのF 県

民一人あたり分配所得額」であるが、2011 年７月の総務省ホームページに掲載のF 県民所得」

では、福島県の「一人あたり分配所得」は長野県のそれを06 年以降上回っており、『日本国勢

図会』所載値とはかなり様相が異なる。このため、表１には、『福島県統計年鑑』で見ること

ができる値を左欄に掲載した。なお、今回は陥島県と長野県における一人あたり県民所得と製

造業生産高の推移の様子を比較検討するため、『日本・ 勢図会』所載の値を使うことにする。

『日本国勢図会』所載のデータ群から次の事柄がわかる。

○福島県民一人あたり分配所得の対全国比は、1970 年代では概ね70 ％台であったものが、80

年代以降は80 ％台、それも80 ％前半→後半台へと推移した。また、その全国順位も年によ

って異なるが、30 位の中頃に位置づけられる年が多い。一方、長野県民一人あたり分配所

得の対全国比は、概ね、90％台前半であるが、年によっては全国平均を超えることもある。
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そのことを反映して､同県の県民一人あたり分配所得の全国順位は年によって大きく変わる。

なお、『福島県統計年鑑』所載値を用いた場合、福島県の県民一人あたり分配所得の対全

国比は、10 年毎にほぼ10 ％ずつ上昇し、08 年には94.2％になる。

Ｏｔ年における県民一人あたり所得額ｚとｔ年における製造業生産高ｘ、（t－1 ）年製造業生産

商ｙとし､ それらの間の相関係数r。とr。とを福鳥県と長野県とで求めると次のようになる。

☆福鳥県の場合；

▽1985-92 年；r。＝0.9882 で、r。＝0.6HO 。 ▽98-O1 年；r。＝0.8502 で、ry。＝-0.5378．

▽2003-07 年；r，。＝-0.2547

〈参考に〉00-07年における、県民一人あたり所得額に対する製造業生産高比の推移

00 年…22.84 、01 …23.24 、03 …24.40、05 …24.81、06 …25.36、07 …29.15

表１ 福Xa

製造業

生産額

偉円

県（「国勢

一人あたり
所得額

千円

g】会 」版

全 国 比 全国

順位

年

饌

謙 丿

千円

肆1

一人あたり
所得額

千円

県 （「

全国比

ヨ勢図会丿版）

｜
全国　　 製 造業

順位　 生 産 額

億円

県統計年鑑

一人あたり

所得額

412

725

921

1125

5695

9923

12436

15770

416

726

972

1126

35

35

32

1970

73

75

77

466

827

1037

1219

29

20

23

19

9157

17444

21053

23720

1466

1562

1573

】666

1778

1887

1945

1950

2179

2396

22527

26253

27193

29141

33383

36151

36019

36636

40194

42236

1421

1479

1549

1483

1645

17H

1710

1830

2059

82.3

89.2

82.3

82.3

83.3

80.1

78.5

33

40

38

37

35

31

35

32

30

80

81

82

83

84

85

86

87

88

89

1736

1801

1999

2054

2133

2331

2450

1568

1640

1701

1667

187】

1974

2031

2151

2356

98.0

92.5

93.6

96.1

95.2

92.3

96.2

17

21

20

19

16

12

13

H

I】

31370

37241

38926

40340

49971

52473

5H16

50540

55916

60895

2664

2670

2680

2785

2610

2714

2822

2800

2737

2778

48486

53365

51250

48070

48527

51870

56132

59436

55682

54223

2219

2305

2400

2451

2465

2490

2496

2412

2419

84.0

84.4

83.0

85.4

85.6

85.6

86.6

85.2

83.2

31

31

30

29

30

30

33

34

34

90

91

92

93

94

95

96

97

98

99

2629

2776

2809

2864

2878

2875

2928

2900

2854

2511

2666

2721

2740

2812

2829

2782

2721

2699

95.5

96.0

96.9

95.7

97.7

98.4

95.0

93.8

94.6

13

H

10

12

8

10

17

18

18

66226

69070

65850

62270

61360

65610

68332

71036

67830

65600

2829

2781

2681

2634

2740

2787

2857

2880

57087

54021

51551

52525

54853

55972

59401

62065

2499

2324

2153

22H

2207

2222

2128

84.7

87.7

86.8

86.4

86.2

86.4

82.9

28

33

37

33

34

32

35

2000

01

02

03

04

05

06

07

2847

2678

2630

2558

2553

2565

2565

2671

2624

2460

2475

2514

2573

2586

93.8

98.0

93.5

96.7

98.5

100.3

100.8

20

15

20

14

12

10

9

70944

65827

53879

57452

60928

63178

64135

70864

出典；『 日本国勢図 会』（国 勢杜）〈製造業生 産商で、一部、r日本統計乍鑑』を 使用〉、『 福島県統 計年鑑 』の各年版。
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☆長野県の場合:

▽1985-92 年；r。＝0.9714 で、r,｡＝0.9421． ▽98-03 年；｢、＝0.7150 で、ry,＝0.9049．

▽2000-07 年；r、､＝0.8615

〈参考に〉00-07年で、県民一人あたり所得額に対する製造業生産高比を求めると、次のよう

に、県民一人あたり分配所得に対する製造業生産額の比は落ち着かず、乱高下している。

00 年…26.56 、O卜 ‥25.08、03 …23.35、05 …25.13、06 …24.93、07 …27.47

☆福島県と長野県の相関；

▽福島県の県民一人あたり所得額として福島県あるいは総務省の発表値(省略)を用いたとき

1996 ～05 年の長野県の一人あたり所得額が福島県を越えている期間での両者間の相関係

数は0.9385 であった。そこに、福島県の値が長野県を逆転した06 ～08 年のデータを加

え、1996 ～08 年で求めるとその相関係数は0.8340 と急速に低下する。

○いくつかの結論；

1980 年代の後半期～90 年代の前半期では両県とも製造業生産高に同調して県民所得が推移

した。また、00 年代においては、〈参考に〉で見たように、福島県では県民一人あたり分配所

得の伸び以上に製造業生産額が伸びていた。逆にいえば、製造業生産額が伸びが県民一人あた

り分配所得に反映していない。 これは、製造業生産額の伸びを吸収してしまう何らかの要素が

あったことを予測させるが、それが何であるのかは、残念ながら、私にはわからない。一方、

長野県では県総生産額に対する製造業生産額の割合は長年にわたって40 ％台で推移し、90 年

代後半期～00 年代においてもまだ製造業が県経済の中心役を担っていることがわかる。ただ、

近年､須坂市に限らず､ 諏訪市周辺でも製造業生産高が急速に低下している。こうした現象が00

年代における県民一人あたり所得額に対する製造業生産額比の乱高下を招いたのであろうか。

３　福島県における総生産額と製造業、そして、電力等生産額とその相関

下のグラフは2007 年度における東北６県の県別総生産額とその内訳を表す。このグラフか

ら、東北各県とも第三次産業の占める割合が高いが、福島県では電気・ガス・水道業の占める

割合の高さが東北地区では際立っている。また、福島県では第二次産業の占める割合の高さも

東北地区の中では目立つ。さらに、南東北３県では福島県も含め、建設業への依存度が低いこ

とも見える。

OS　　　2(yS　　　4qS　　　608　　　8(yS　　　100S
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前頁下段のグラフから、福島県では製造業生産額と電力産業生産額の県総生産額に対して占

める割合が大きいがわかる。そこで、これらの産業分野における生産高の推移と福島県におけ

る総生産額の推移を表２にまとめ、さらに、いくつかの年度で製造業および電気・ガス等のそ

れぞれの欄の右側にそれぞれの生産額の県総所得額に対する比の値を示した。これらの比の値

の推移から、製造業生産額Ｘ、そして、電気等の生産高ｙのそれぞれと福島県における総生産

額
Ｚとの相関は、回帰式表現をべき関

数を前提に調べた方がよいように思える。そこで、表３

では、べき関数表示をもとにして、相関係数などを示した。

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
0
1
2
3
4
5
6
7
8
9

7
7
7
7
7
7
7
7
7
7
8
8
8
8
8
8
8
8
8
8

県

総生産額
-

6963

8797

10742

14225

16063

18613

20764

26761

2卯85

32872

36273

3如53

39800

41204

45980

4％80

5】235

53790

57431

62834

製 造 業

生 産 轡 ： り ，

1373 E I.9.7

17a2 :

2238 : 20.8

3148 1

3654 1

4260 : ｕ.9

51（

5921 1 22.1

6663 :

7927 :

10785 :

12283 :

12678 : 25.5

12758 :

13544 : 25｡2

15095 :

17034 :

電気・ガス等

億円１％

195.4

229.8

236,8

219,9

339.0

409.6

627.0

－

－

―

Ｉ

１

－

2.80

；2,20

2.20

1451　: 5,41

1895　；

1870　:

3143　: 8.66

3804　:

3368　: 8.46

3920
4767
5795
5623
5527

11.7

5442　: 9.47

5234　 ；

電気 ・ガ ス・水道楽の 総生産 額に関 わる暦午変化は

表２ と表４ の両方に 二重に掲 載した。

出典：福島県統 計年 鑑　　 単位はいずれ も億円

9
0
男
9
2
9
3
9
4一９
9
6
97

9
8
9
9
0
0剛一
0
2
0
3
0
4
0
5
６
0
7
08

69209
70674
72325
78448
78485
76117
82596

82776
a1677
81677
82095

78679
76954
75340
77929
78390
79640
79445
76669

17982 ； 26.0

19122 : 27･0

23080 : 31.9

21932

22155

20407

21488

224H

21148

21220

22663

19491

20379

19857

21921

21590

22206

223】6

19243

29.2

29.2

282

26.8

25.9

27.6

26.3

27ｊ

5･538 : 8.00

6022 : 8･52

6158 :

6093 : 7･76

6883 ；

7307 : 9.59

7200 :

7363 :

74.58 : 9.13

7553 :

74 】9:9.03

j7389 ；

6368 :

4739 : 6.29

57（

6217 : 7.93

6349 :

6317 :

7021 り.16

ｉ ｍ 　

１３ 1970 年代 80 年代 90 年代 00 年代

製造楽 r ＝0.9967

z ＝11.565×?j ゛9

r ＝0,9883

z ＝14､748 〉くj ゛゙

r ＝0.6112 r ＝0.6675

電気ガス

・水道楽

r ＝0.9207
z ＝62t7 x yj 抑

r ＝0.8781

Z ゙  132.7xy

I･＝0.8422

Z＝782.0xy

r ＝o､636 】

４　福島県における発電総量とその内訳

２節および３節では、福島県民一人あたりの県民所得についてその経年変化や製造業と電気

・ガス・水逆業との関わりの様子を調べた。本節では、福島県における発電媒体毎に各年度の

発電量とその総計、ならびに電力やガス・水道部門における総生産額、さらに、福島県と東京

都における年間電力使用量とをまとめた表４を用い、福島県における発電総量と製造業生産高

との相関を求めるなど、発電総量を軸に４つの課題を検討する。

なお、福島第一一原発一号機の営業運転開始日は1971 年３月26 日であるが、その日から同午

３月31 日までのそこでの発電量は70 年度に入れられている。
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表 ４
年 間 電 力 使 用 量

(}it位・mwh)

福島 県 ｜ 東 京 都

乍

度

福島第一 ①・第二原 発②

勿 来・爪町 ・広野・新地火電

運 転 開 始 年（月 ）

福 島 県

発電 量 年 度 航 （叫位 ・万mwh ）　 電 気等総額

総 計　１ 水 力 ， 火 力　Ｉ 原 子 力　･lt位： 億円

538.5

517.5

525.9

568.7

579.3

59 】.7

632.8

635.4

658.8

687.5

2493.0

2668.8

2894.8

3064.1

2968.8

3166.4

3285.1

3451.1

3745.8

3844､2

70

71

72

73

74

75

76

77

78

79

勿・ ７号機

原 ①１ 号 機( ３月)

① ２ 号 機( ７川

① ３ 号 機( ３月)

① ５ 号 機(3)4 号機(10)

①6 号 機 帥 川

H56.8

1460.6

1348.0

1247.0

1821.9

1550､2

2063,5

1568､4

2804.6

3569.6

584,4

685.2

565.6

509.7

648.3

553.4

643.8

558.】

569.0

598.3

541.3

508.0

517.8

541.9

541.8

523.2

492.1

492.9

469.8

463.0

31.0

267.4

264.6

】95.3

631.8

473.6

927.6

517.4

1765.8

2508.3

195.4

Z29､8

236.8

219.9

339.0

409.6

627.0

1451

1895

1870

660.9

650.8

647.0

678.3

727.2

757.1

768.0

809.1

845.0

908.9

3816.8

3968.7

4063.9

4348.0

4601.9

4785.6

4892.5

5292.4

5468.9

5860.0

80

81

82

83

84

85

86

87

88

89

広・１号機/2 号機

原② １ 号機( ４月)

勿・８号機 ／９号機

② ２ 号 機(２月)

② ３ 号 機(6 月〉

②４ 号機( ８月)

広・3 号機

4095,5

4324.8

5099.1

5749.0

5979.0

6524.4

6893.4

7433.7

7417.9

7176.7

640.6

724.2

616.1

674.0

553.2

601.0

666.7

521.9

678.3

654.5

892.0

1043.2

966.0

1382.8

1121.9

1056.3

939.1

1】65.1

988.6

1836.6

2562.9

2557.5

3517.0

3692 』

4303.9

4866.9

5287.5

5746.7

5750.9

4685.5

3143

3804

3368

3920

4767

5795

5623

5527

5442

5234

9782

1013.2

1040.1

1055.5

H31.6

H68,3

1207.1

1249.7

1245.7

1298.9

6273,7

6478.8

6562.9

6584.9

7084,7

7203.7

7225.5

7884.9

7636.7

7845.8

90

91

92

93

94

95

96

97

98

99

広・４ 号機

新・１ 号機

新 ・２号機

原 ・１号機

原・ ２号機

7895.3

8378.4

8762.3

8688.1

9632.2

10551.7

10134,9

10485.1

10426」

11016.8

639.5

475.5

655.1

804.9

661.8

847.0

&18.5

68 】.6

715.2

70口

1875.8

1891.8

2259.0

2137.8

3041.7

3128.9

3034.8

3900.9

3607.8

4003.5

5380.1

5728,8

5848.2

5745.5

5928.7

6575.8

6451.6

5902.6

6103.0

6310.5

5538

6022

6158

6093

6883

7307

7200

7363

7458

7553

1366.4

1337.6

1380.0

1392.4

1448.4

1496.5

1543.3

1615.5

1566.7

1501.7

8026.0

7948.1

8158.3

7849.0

8153.6

8183.2

8054.4

8324.8

8198.1

8001.2

００

１

２

３

４

５

６

７

８

９

広・５ 号機

H196.8

H095.8

10237.9

7529.3

9887.7

H378.3

H481.9

12401.4

12907.7

773.5

723.8

690.8

746.2

742」

752.3

831.6

676.8

653.2

4309.3

4274.7

4927.1

5093.0

5281.8

5703.3

4888,8

6058.8

5620.6

6H4.0

6097.3

4620.0

1690.1

3863.8

4922.7

5761.5

5665.8

6633.9

7419

7389

6368

4739

5799

6217

6349

6317

7021

出典：『 福 励県 統計年艦』お よび『東 京都統計年鑑』の各年度版。

☆１ 福島県における発電等生産額と各発電媒体の単位あたり生産額

福島県における発電・ガス・水逆部門の生産額すべてが発電部門による生産額 Ｗとみなし、

水力部門発電量Ｘ、火力発電量y 、原子力発電量Ｚに関わる回帰式を各年代毎に求める；

80年代の場合；Ｗ － 4662.3＝-74.34(Ｘ － 639.1)＋6.91(y一日39.2)－9.61(Ｚ － 4297.1)

90年代；　　　Ｗ － 6757.5＝0.54(Ｘ － 683.2)－0.68(y － 2888.2)＋2.54(Ｚ － 5997.5)

９
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00 年代； W － 6402.0 ° － 1.14(Ｘ － 732.2) －0.26(y － 5128.6) 十 〇.50(Ｚ － 5041.0)

い ず れ の 年 代 に お い て も 、 残 念 な が ら 、 意 味 の あ る 回 帰 式 を 見 い だ す こ と は 出 来 な か っ た 。

こ れ は 、 い く つ も の 変 量 間 で そ の 共 分 散 が 負 に な っ て い る こ と が 直 接 的 な 原 因 で あ る 。

注 記 ； 電 力 等 の 生 産 額 と 原 子力 発 電 に よ る発 電 量 との 相 関 は 、 次 の よ う に 、 各 年 代 と も 商 か っ た。

80 年 代 …0.9082　90 年 代 …0.8225　00 年 代 …0.9206

ち な み に 、 火 力 発 電 と 水 力 発電 と で は そ れ ぞ れ 次 の よ うに な っ て い た。 ０ 内 は 水 力 発 電

80 年 代 …-0.2017(-0.2860) 、90 年 代 …0.9510(0,3794) 、00 年 代 … －0.3868(-0.13H)

い ま 、90 年 代 で は電 力 等 の 生 産 額 ｗ が 火 力 と原 子 力 に よ る 発 電 最 ｙ と ｚ と に よ っ て の み 得 られ た と

す る と 、(90 年代);ｗ － 6757.5 ＝　0.6527(y － 2888.2) 十 〇｡7262(ｚ － 5997.5)/ 重層間係数(Ｒ(ｗ;y,ｚ〉＝0.9902)

を得 る
。 とこ ろ で 、こ の回 帰 式 で 項 の係 数 を 比

較 す る と原 子力 発電 に 関 わ る 項 の 方 が 大 き い。 即 ち 、90

年 代 にお い て は 原 子力 発 電 の 方 が火 力 発 電 よ り 単位 発 電 最あ た り生 産 額 が 大 き い 、 とい え る。

な お 、 資 源 エ ネ ル ギ ー 庁 の ホ ー ム ペ ー ジ(http://ｗｗｗ.enecho.ｍｃti.gｏj p/叫yclectric/qo4.htｍ)に は 次 の 資 料 が

掲 載 され て い る。い ず れ も 運 転 年 数40 年 、稼 働 率80 ％の 場 合 のl k ｗh の 発 電 コス ト( 単位・円)で あ る。

石 油火力 発電 …10.0　LNG 火 力発 電 ‥･5.8　 石 炭火力 発電 …5.0　 原 子 力発 電 …5.0

☆２ 福島県における発電量と福島県と東京都における電力需要

各年代において、福鳥県および東京都の消費電力址と柵島県における発電量との相関係数は

表５のようになっている。この表の上部に示した値から、東京都と福鳥県の電力消費量の間に

強い線形の関係があるように見える。

事実この２都県で相関係数を調べる

と表下段に示したように1990 年代

までは相関が大変強かった。このこ

ことは、90 年代までは電力消費量

表５ 70 年代 80 年代 90 年代 00 年代

福島県

東京都

0.8179

0.8379

0.8802

0.9329

0.9710

0.9864

0.6044

0.6870

福島県と東京都の相関 0.9464 0.9862 0.9829 0.6592

に関して全国的にこの２都県と同様な動きがあったことを思わせる。

ところで、福島県内における発電施設の多くが東京電力によって設営・運用されていること

もあって、その発電は東京都に向けたもの、といわれてきた。確かに、表５に示した各年代別

の相関係数の値から90 年代の中期まではその傾向を見ることができる。しかし、1996～2000

年度では両者の相関係数が0.7000 に低下したことに兄るように、90 年代後半期からその傾向

は急速に弱まった。その要因に東京湾岸部で火力発電所の建設が進んだ他に、次ページ掲載の

表６や表７に見るように、90年代以降東京都における製造業生産額の急速な低下がある。

☆３ 福島県と東京都における製造業生産高と電力消費最との相関

東京都における消費総電力量の推移yt は表４に、また、福島県における製造業生産額の推

移y, と総生産額の推移y, は表２に示した。これらや表６のデータを用いて、10 年毎に各y, と

電力使用量Ｘとの相関係数を求め、表７にまとめた。く一郎で、回帰直線の方程式も求めた。）

表７に見るように、90 年代と00 年代では、電力使用量と製造業生産高の間の相関は、東京

都では負になり、福鳥県では正ではあるものの両者間の相関は大変弱い。そこで、両地区にお

いて90 年度と00 年度では、電力使用量を「電灯」使用量と「電力」使用量とに分け、「電力」

使用量と製造業生産高との相関の様子をさらに調べた。
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結果は表９に見るように、「電力」に絞った方が、製造業生産額との相関はかえって下がっ

た。これは省エネ技術が進んだ結果であるかもしれないし、産業構造の転換があったためかも

しれない。これについては項を改めて検討する。なお、福鳥県と東京都における「電灯」と「電

力」のそれぞれの需要量は表８にまとめた。

艮6 ’

1年

東 京 都

総生産額　１ 工策生産額

70
71

72
73
74
75
76

77
78
79

10973.2
12105.3

14487.2
18964､2
21531.1

24090.3
25748.7
28297.2
30332.1
40433.7

7404681288

78H4
93467
5163
4870
5163

22612

29946
43097

80
8】

82
83
84

85
86
87

88
89

4210(〕.3
44849.1
48164.4

47784.0
51217.1
55060.5
58265.0
64047.1
71372.7

78195.4

72464
76854
77560
86682
90791

93062
184522
184262
202005
213042

90
91
92

93
94

95
96
97
98
99

87216.8
86071.6

84208.2
83189.3
82671.4
84100.2
85766.5
86374.1
84680.9

85429.9

2335H
232791
218873

207351
193062
201394
196715
200643
199209
180966

00

01
02
03
04
05

06
07
08
09

87709.5
84737.4
83734.6
88693.2
89991.3
92269.4
90476.4
92609.9
87983.9

183877

165686
H7498

H6259
1H990
H0994
103596
106383
104819
82457

出 典； 東京都統計年鑑

μ ７

1970年代 80年代 90年代 00年代

東京都の

製造業生産高との相関係数

総生産高との
相関係数

0.9234

yl ゙  50.0x

・51248.4

0.8750

yl ’ 15.8x
+113801.0

－0,8305

yl ゙ -24.1χ
t 377094.8

－0.7069

0.96H

y2 ° 20.1x

－4070S.ﾌ

0.9806

y2 ゙  |.71x

－24328.2

0.0157 0.4508

福島県の

製造業生産商
との相関係数

総生産高との
相関係数

0.9871

yj ° 36.5x

-174M,4

0,9864

yl ゙  3､5χ
・4534,1

0.6629 0.5457

0.9751

y4 ゙  146.9χ

－68308.6

0.9796

y4 ＝108 8 X
り3305.6

0.3473 0,2482

年

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9

9
9
9
9
9
9
9
9
9
9

福 島 県

電 灯 ｜ 電 力
，

260.4:　717,7

以 昌

－

‐
S
1
1
1
1
1
1

6
8
Q

″

り
ム

７

一
　

一

一
　

「
　

一

2
0
5
6
5

0
2
3
4
5

3
3
3
3

卜
ｊ

昆

752.8

810.7

832.3

860.8

893.4

883.7

923.5

東京都

電灯 ！ 電力

2018.9 ； 4254,8

2105.0 ‘ ･1373.7

2167.9: 4395.0

2176.3: 44 〔〕8.6

2374.6 : ‘1710j

2448.614755.0

2427.0: 4798.5

2500.2 : ‘1984.7
2561.0 ・ 5075.6

2661.7: 5184.0

-

火９ 90 年 代 00 年 代

拓S励県

東京都

0.3825

－0.8572

0.282】

0.6057

年

福 島 県

屯 灯 ：　電力

東 京 都

電灯： 電力

00

01
02
03

04

05
06
07
08
09

385.5
382,2

394,4
392.2
404､4

417.6
416.8
432.9
427.4
430.2

980.8
955､3

985.5
000.0
043.9
078.8

126､4
182.5
139.2
071.4

2734.9
2700.2
2842.8

2747.2
2951.0
3030.1
2957.9
3101.1

3045.5
3035.5

529口

5295,5
5295.5
5101.7

5202.6
5153.2
5096.5
5223.7
5152,5
4965.7

旧
　
　
年

表

―

5
0
5
0
5
8

8
9
9
0
0
0

<東京都における〉
|二 言 ごﾆ ブ

37.83
37.82
39.54
41.10
29.62
29.06

23.3％

18.5

17.9

11.7

9.2

9.1

18.９％ ；

18.9
18,8

23.0

20.4

20.8

18.2％

25.6

26.4

27.2

28.7

29.4

●東京都における製造業の衰退と第三次産業化の進行

『東京都統計年鑑』所截の製造業における電力需要量に関わるデータを川いて、ＩＭＷ あたりの製

造業生産高を求め､上記､表10 左欄にまとめた。表に見るように､束京都の製造業におけるＩＭＷ

あたりの製造業生産高は2000 年までは順調に伸びていた。しかし､ 表には紘せてはいないが､01

年に39.66 億円yＭＷと陰りが見えるようになり、02 年には29,05 億円/･ViWと急落した。このよ

うに、00 年以降の「電力」需要量と製造業生産高の相関の弱まりは、省エネ技術の進展とい

うより、製造業自体の衰退に原因がある、と見た方が妥当であろう。 また、表10 右部には東

京都の総生産額に対する製造業と卸・小売業、そして、サービス業の各部門の寄与率を『東京
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都統計年鑑』各年版から転載した。これらの寄与率の推移を見ると、表10 には示さなかった

が、2003 年に東京都の総生産額における製造業の占める割合は10 ％を切り、同年に、サービ

ス業の占める割合は29 ％を越えた。こうした、東京都経済の第三次化について一言つけ加え

れば、金融・保険業の東京都総生産高に占める割合が1999 年に急速に高まったことも大きな

要因であろう。即ち、98 年東京都総生産の17.0％が製造業、7.7％が金融・保険業であったも

のが、翌99 年には製造業12.1％、金融・保険業14.8％とその重みが急激に変った。

こうした東京都における経済のソフト化の進行が、☆２・表５でみた、福島県における発電

拉と東京都における電力需要量との相関が90 年代後半期以降低下した要因であろう。

☆４ 発電施設の稼働率

●火力発電所の場合

2004 年に、東京電力・広野火力発電所５号機(出力60 万kｗ)が完成し、現在の福島県におけ

る火力発電体勢が出来上がった。現時点での福島県内の火力発屯所の定格出力総計は942,5 万

kｗで、全面稼働した場合、年間発電量は8256.3 万 ｍｋｗとなる。この値をもとに、2004年～08

年度における稼働率を調べると07 年の73.4％が最高、06 年の59.2 ％を最低に、概ね、60％台

後半である。なお、1997 年に東北電力・原町火力発電所(出力200 万k ｗ)が完成した。このこ

とを考慮して'、98 年～03 年での火力発電所の稼働率を訓べると、46.6％→65,9 ％と年々上昇

させてはいたものの概ね50 ％台半ばであった。

●原子力発電所の場合

福島県内の各原子力発電機の定格出力は第一原発１号機が46 万 ｋｗ、２～５号機が各78.4

万k ｗ、第一原発６号機と第二原発の４基はそれぞれ110 万kｗ と総計909.6 万k ｗ で、全面稼

働したときの年間低は7968.1 万 ｍｗ になる。ところで、原子力発電所はほぼ１年運転する毎

におよそ３ヶ月の定期検査を行うことになっているので、年間の総発電量は上記数値の80 ％

とするのがよいであろ う。

80％値である6605 万 ｍｗ を基に、1988 ～08 年度の21 年間での稼働率を調べると、08 年の

100,4％を最高に、80％台の年が10 年、90％台が５年、それぞれあった。なお、03 年度におけ

る原子力発電量が極端に少ない理由は、東京電力の福島第一原発１号機での事故隠しやデータ

改窟に伴い１年間にわたる営業運転停止の処分を受けたことなどによる。(佐藤栄佐久｢ 福島原発

の真実jく平凡社(20H)､182頁など)また、原子力発電の高稼働率の背景には、原発は、火力発電と

は異なり、簡単には電力需要状況に応じて発電調整を行えないとい う事情もある。

５　第一原子力発電所の建設の歩みと大熊町と双葉町における就業者数

この節では、福島第一原発が設置された大熊町と双葉町における就業者数と福島第一原発で

働く人たちの数の推移を調べ、この両町における福島第一原発の重みを訓べることにする。

福島第一原発の運転までの歩みを『政経東北』誌（1992年２月号､pp.134.135）に掲載の記事をもと

に簡単にまとめておこ う。

1960 年５月　10日、福島県は日本原子力産業会議に加盟した。原子力立地調査に基づき、大熊・双

葉の両町を原発建設適地と認定され、同年|| 月29 日、県開発公社は原発予定地買収に着手。61 年10
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月22 日双葉、大熊の両町誰会が原発誘致促進を決議した。67 年9 Jj 、福島原発１号機建設工事が開

始され、ﾌ1 年３月26 日に営業運転を開始した。

表 Ｈ には福島第一原発と第二原発の着工月と運転開始月、そして、広野火力発電所の運転

開始年も加えて、福島第一原発で働いている人の数と、各調査年の国勢調査データをもとに、

第一原発がある大熊町と双葉町のそれぞれを従業地とする人の数も斜線(/)の後に示した。

表Ｈ に掲載した数値から、大熊町と双葉町とを従業地とする大は1980 年以降、概ねH500

大で、70 年代末以降7000 ～7500 人が福島第一原発で働いていた、と推定される。これらか

ら、85 年以降、この両町を従業地とする人の61 ～65 ％が、そして、それは双葉郡を常住地

とする就業者のおよそ1/5にあたるが、福島第一原発で働き、さらに、福島第二原発では3000

～3500 人が働いていた、と想定すると、第一原発と合わせて、双葉郡内就業者数の1/4～1/3

にあたる、１万人～１万２千人程度の雇用が福島原発によって生じたことになる。

ところで、85 年国勢調査によれば、大熊・双槃の両町を従業地とする就業者H586 名の職

種別人数は次のようであった。

農・林・漁業…1726 、公務…231、金融…34、卸・小売…1038、製造…1324 、不動産…61、

建設業…3136、電気・ガス・水道業…971、運輸業…308、サービス業…2753、他…４

この中から第一原発を勤務先とする7000 名近くを抜き出してみよう。サービス業と電気等

の従事者計3724 名の95 ％は3538 人である。建設関係者3136 名の85 ％が2667 人、運輸、農

業等の関係者計2034 の４割が814 名。これらの計が70】9で、ほぼ7000 名になる。

福島第一原発が建設された大熊町には表 川、そして、第二部表７に見るように、70年以降、

他市町村からかなりの人が通勤していた。しかし、第二原発が設置された楢葉町と冨岡町への

町外からの通勤者数はそれほど多くはない。これは、第二原発は第一原発より２基少ないこと

の他、第一原発より数年後の建設であることの影響、即ち、少人数で運用できるよう技術進歩

があったためなのであろうか。このことを確かめる能力は残念ながら私にはない。

表中、斜線/ 後の数値は 当該地 を従業地とする就 業者数､//を付け、イ タリック表記した数は 常住地就業者 数であ る。

友 Ｈ

年

福 島 第 一 原 発

従 業 員 数

東 砲 請負 等

社 貝 社貝外 総 計

福 品 第一 原 子 力 発 電 所

建 般 の 歩 み

建 設才?工▼　　　 運転開始●

従 業 地 就 業 者 数 と

(上 段!

昌 讐 迄

大熊町l 双葉町|　 双葉 郡

福 島 第 二 原 発 と

広 野 火 力 発 電 所

建 設 の 歩 み

建設着 工▽ 運転開始○

65 (従葉地一
(応住地-，

3363
J価J

3374
J,j6j

32530
j2jJI）

－ － － －

一 一 一 一

66
67

68
69
70

228
210

1732
295

1960
505

１号機(９月〉▼

２号機(５月)▼
３号機(１月)▼ /4629

佃7,/ 3464
j7夕Ｚ

34712

J卯jj

71
72
73

74

234
348
430

514

1274
1663
2527

3073

1508
20H
2957

3587

５ 号機(５)▼ ／　　１号機(３)●
４ 号機(５月〉▼
６号機(５月〉▼

２号機(７月) ●
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75 569 3710 4279 5820
卯乃

3555
4025

34155
J･ず6卯 ②１号機(Ｈ 月)▽

②２号機(２月〉▽
②３号機(12)▽
②4 号機(12)▽

広・１号唯○・２号機○
３号機○

② １ 号機(４月)０ ．

② ２ 号機(２月)○
② ３号機(６月)○

②４号機(８月)○

広・３号機○

91 92
年略

'　　　 広・４ 号機○

97～99 年略

01,02 年略
広・５ 号機○

07～10 年略

76

77

78
79
80

567
705

4307
6382

4874
7087

３号機(３月)●

５号機(３〉●／４号機(10)●

6 号機(10)● 7101
4883

3510
4j31

40322
38298

81
82
83
84
85

86

87
88
89
90

259　　80 年代の東京電力全体における原発部門の人員

413　　は左のようであった。

556
633
780( 柏崎・刈羽１号機運転開始)

816

871
881
908

2070(柏崎・刈羽５並びに２号機運転開始)

8239

4849

3347
4020

39887
j∂･1∂j

8542
4935

3228
3915

40244
36975

93

94
95

7473 62％の4609 人が双葉郡内在住

8883
j2J6

3983
j卯9

38323
JS42∂

96
00 8814

5154
3090
Jδjδ

39847
38804

03

04
05 8787

jJ19

2980

3449

37694
Jj962

06
H 374 2894 ７月21 日現在

出 典 ； 東 京 電 力 ・ 福 島 第 一 原 発 に お け る 従 業 員 数 に つ い て は 以 下 の 資 料 に よ る 。

1969 年 … 原 子 力 発 電 所 と 地 域 社 会( 日 本 原 子 力 産 業 会 議)/　1970 ～77 年 ‥･｢ 大 系1ﾖ 本 福 島｣( コ ー キ 出 版 、1979)

()980･90 年 …｢ 電 気 事 業40 年 の 歴 史｣ 、 資 源 エ ネ ル ギ ー 庁 十 電 気 事 業 連 合 会 、1992,pp.1300-01)

1993 年 …｢ 政 経 東 北J1994 年 ６ 月 号　 東 京 電 力 広 告

2001 年 お よ び11 年 ７ 月21 日 の 現 在 数･･･ 毎 日 新 聞201.7.25 付 け

Ｔｈｅ Ｈ ａｍ ａｄｏri district ａｎｄ Ｎ ｕｃｌｅａｌ ｐｏｗｅr s ａtａtｉｏｎ (1)

Ｍ Ｏ ＲＩＫ Ａ Ｗ Ａ　 ｌｋｏtar ｏ / F ｕk ｕsｈｉｍ ａ Ｕｎｉｖｅrsity

Agric ｕltｕrｅ
，ｍａｎｕnlct ｕring ind ｕstfy ａｎ

ｄ ｐｏｗcr ｇｅｎｃｎｌtｉｏｎ ａrｃ ｍａｉｎ ｉｎｄｕstries in F ｕkｕshima prcfilct ｕrｅ. We

sclec
竃ｍ ａｎｕｆａｃtｕring ind ｕstry ａｎ

ｄ ｐｏｗｅrgener ａtion in F ｕkｕshima prcf and then procced Ulc dat ａ rｅ
ｌａtcd to lhem.

Ｗｅ ｇｃt sｏｍｅ rｅsｕlts ｉｎｃ】ｕding foUo ｗing lhings;

① Ｃｏrｅ】ａtiｖｃ ｃｏｃｍ ｃｉｃｎt bct ｗｅｅｎ ｇｃｎｅral prod ｕｃts in F ｕkｕshima pr ｃ£and gr ｏss prod ｕct of po ｗcr ｇｃｎｃrａtion

in 19701s y ｅａｌs …0.9207 、in 80's　 …0.8781 、　in 90's　 ‥･0.8422 、　in 2000's ･I･　0.6361

② Ｃｏrｅｌａtiｖｅ ｃｏｅｍ ｃｉｃｎｌ ｂｃtｗｅｅｎ ｇrｏss prod ｕct ｏｆ ｍａｎ而cl ｕring ind ｕstry and t ｈｅ ａｍｏuｎt prod ｕct by po ｗｅr ｇｃｎ･

crａtｉ
Ｄｎ ；　in 1970's y ｅ９゙  ‘̈0.9871 、in 80's　

…0.9864 、　in 901s　 …0.6629 、　in 2000's　 …0.5457

③ Ｃｏrclati ｖe cocnicjcnt bet ｗecn gr ｏss prod ｕct of po ｗergene 陥ｌｉｏｎ ａｎｄ ｌｈｅ ａｍ ｏｕｎt prod ｕct by ｎｕｃ
ｌｅａr po ｗ!1｢

gcner ａtｏrs;　in｣980's　･･･ 0.9864 、　in 90 ゛s　…0.6629 、　in 2000's　 …0.5457

14

Akita University


	page1
	Copied Bookmark
	page1

	Copied Bookmark
	page1

	Copied Bookmark
	page1

	Copied Bookmark
	page1

	Copied Bookmark
	page1

	Copied Bookmark
	page1

	Copied Bookmark
	page1

	Copied Bookmark
	page1

	Copied Bookmark
	page1

	Copied Bookmark
	page1




